
１．令和2年度予算の執行状況（令和2年９月30日現在）

※一般会計とは？

（単位：千円）

※主な歳入の内容

（単位：千円） ※主な歳出の内容

100%

予算額

32,899,453

100%

議会費 議会の活動に係る経費

その他 災害復旧に必要となる経費、予備費

商工費 商工業の振興や観光事業に係る経費

消防費
消火活動や火災予防、救急保護など、災害に
よる被害の軽減に係る経費

衛生費
感染症予防やごみ処理など、市民の健康で衛
生的な生活環境を保持するための経費

総務費
企画調整や財務、財産管理、戸籍、徴税な
ど、市政の全般的な管理に必要な経費

農林水産業費農業や林業、水産業の振興に係る経費

土木費
道路や橋梁、河川、市営住宅などの建設・維
持管理に必要となる経費

公債費
市債の元金及び利子、一時借入金の利子など
の償還金

教育費
学校や生涯学習、スポーツ、芸術文化の振興
など、教育に係る経費

県支出金
県が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

その他
地方消費税交付金、使用料及び手数料、財産
収入など

民生費
障害者・高齢者・児童のための福祉、生活保
護関係など、市民の一定水準の安定した社会
生活を保障するために必要となる経費

面積 101.06 ｋ㎡ 令和2年11月1日

※人口及び世帯数は住民基本台帳による。 海南市長　神　出　政　巳

令和2年9月30日 現在

　海南市の財政
地方自治法第243条の３第１項及び海
南市財政状況の公表に関する条例の定め
るところにより、市の財政状況を次のと
おり公表します。

人口 49,692 人

世帯数 22,174 世帯

市債 財務省や銀行などからの長期借入金

令和2年度各会計予算の執行状況は次のとおりです。なお、数値には前年度繰越額を含めています。

一般会計

　地方公共団体の基本的な経費、重要な
経費を計上している会計をいいます。

国庫支出金
国が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

予算額

32,899,453

市税
市民税（法人・個人）、固定資産税、市たば
こ税、軽自動車税など

地方交付税
全国的に一定の行政水準を保障するため、地
方公共団体間の財源の偏りを調整し、国から
交付される資金

13,718,801

3,670,837

3,105,803

3,006,216

2,975,328

2,491,004

1,394,772

1,198,396

1,048,568

241,250

48,478

(8,889,917)

(755,549)

(1,482,281)

(1,094,217)

(1,396,016)

(924,865)

(288,879)

(401,509)

(388,320)

(123,785)

(8,880)

民生費

土木費

公債費

教育費

衛生費

総務費

農林水産

業費

商工費

消防費

議会費

その他

歳出
予算額 支出済額

9,279,681

6,797,869

6,220,000

4,715,400

1,796,233

4,090,270

(6,306,669)

(4,048,532)

(3,999,922)

(0)

(238,247)

(1,621,431)

国庫支出金

市税

地方交付税

市債

県支出金

その他

歳入 予算額 収入済額

収入済額
16,214,801

49%

支出済額
15,754,218

48%
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（単位：千円）

※特別会計とは？

２．市民負担の状況

（１）市税負担額 （２）市民のために使われる経費

※主な市税の内容

　

都市計画税

都市計画区域の用途地域内に所有する土地及び家屋に
対して課税される税金
（公園・道路・下水道などの都市計画事業、土地区画
整理事業などに充てられます。）

合計 646,935 円 1,449,783

製造たばこの製造者や卸売業者などが市内の小売業者
に売り渡した「たばこ」に対して課税される税金

その他 847 円 1,897 円

円

そ
の
他

軽自動車税
所有する軽自動車、自動二輪車、原動機付自転車など
に対して課税される税金

議会費 4,855 円 10,880 円

市たばこ税

固定資産税
所有する土地や家屋、償却資産に対して課税される税
金

消防費 21,101 円 47,288

円

市
民
税

個人市民税 市民の前年中の所得をもとに課税される税金 農林水産業費 24,431 円 54,750 円

法人市民税
市内に事業所がある法人などに対し、法人税（国税）
をもとに課税される税金

商工費 24,116 円 54,045 円

衛生費 59,875 円 134,181 円

総務費 48,815 円 109,394 円

円

合計 135,898 円 304,549 円 教育費 59,112 円 132,470 円

その他 14,370 円 32,203 円 公債費 62,501 円 140,065

276,077 円 618,689 円

固定資産税 66,429 円 148,868 円 土木費

市民税 55,099 円 123,478 円 民生費

65,205 円 146,124 円

税目 市民１人当たり １世帯当たり 目的 市民１人当たり １世帯当たり

　令和2年9月末の予算額で見ると、市税の予算額は、6,753,068千円（滞納繰越分と国有資産等交付金を除
く）となっていますので、市民１人当たり135,898円、１世帯当たり304,549円となっています。
　また、市民のために使われる経費は、32,147,480千円（歳出予算額から前年度繰越額を除く）で、市民１
人当たり646,935円、１世帯当たり1,449,783円となっています。
　なお、市民のために使われる経費は市税負担額を超えていますが、足りない分は地方交付税や市債、国県支
出金などでまかなわれています。

港湾施設事業特別会計 14,042 10,812 5,135

7,015,713 3,447,253 2,712,991
地域排水処理事業特別会計 16,803 5,795 3,461

国民健康保険特別会計 6,172,825 3,313,295 2,521,457
　特定の目的のために設けられた会計を
いいます。また、病院事業、水道事業は
公営企業会計といい、地方公営企業法に
基づき、独立採算を原則として設置され
た会計で、特別会計と区別しています。

後期高齢者医療特別会計 1,733,003 742,551 664,560
介護保険特別会計

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

171,572 1,879 168,295

特別会計

会計名 予算額 収入済額 支出済額
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３．財産、市債及び一時借入金の現在高（令和2年９月30日現在）

（１）財産の現在高

（２）市債の現在高

（単位：千円）

（単位：千円）

（３）一時借入金の現在高

（単位：千円）

港湾施設事業特別会計 0

介護保険特別会計 0
地域排水処理事業特別会計 0
同和対策住宅資金貸付事業特別会計 169,000

国民健康保険特別会計 0
後期高齢者医療特別会計 0

合計 14,236

※臨時財政対策債とは？

　年度中において支出が収入を上回り、現金に不足が生じた場合に、その不足を補うために予算で定めた
限度額の範囲内で銀行等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といいます。これの状況は次のとおり
です。

会計名 現在高

会計名 現在高

　国の地方交付税の財源が不足した場合に、地
方交付税の交付額を減らして、その穴埋めとし
て、地方公共団体自らに地方債を発行させる制
度をいいます。
　形式的には、その地方公共団体が地方債を発
行する形式をとりますが、償還に要する費用は
後年度の地方交付税で措置されるため、実質的
には地方交付税の代わりの財源と言えます。

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

5,053

9,183港湾施設事業特別会計

一般会計 0

千円

※基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するためのも
ので、条例により目的、処分等が定められています。

　市債とは、学校や公園、道路など、市民の皆様に利用していただく公共施設をつくる資金の一部を、財
務省や銀行などから借り入れるお金です。
　建設される施設は将来の市民も利用することになるため、市債を活用することにより世代間の負担の公
平を図ることができます。

一般会計 特別会計
地方債現在高合計 32,427,870 千円

台 15,952 千円 4,015,586 千円 28,752現在高 3,096,189 ㎡ 231,468 ㎡ 208

公営企業会計を除いた市が所有する財産の現在高は、次のとおりです。

区分 土地 建物 自動車 有価証券 基金 その他

土木債
6,903,613
21.3%

総務債
4,789,697
14.8%

教育債
3,909,985
12.0%

衛生債
3,449,576
10.6%

民生債
1,097,369

3.4%

農林水産業債
602,619
1.9%

消防債
587,931
1.8%

災害復旧債
187,257
0.6%

商工債
18,500
0.1%

臨時財政対策債
10,768,389

33.2%

その他
112,934
0.3%
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４．令和元年度決算の状況

（単位：千円）

【市税の推移】

（単位：千円）

会計名 歳　　入 歳　　出 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越すべき財源 実質収支額

特別会計

歳入総額 26,192,888

歳出総額 25,486,849

歳　　入 歳　　出 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越すべき財源 実質収支額
26,192,888 25,486,849 706,039 140,092

港湾施設事業特別会計 24,703 19,408 5,295 0 5,295
※この公表の数値については、表示単位未満を四捨五入しているので、
割合や合計等が一致しない場合があります。

国民健康保険特別会計 6,261,703 6,189,169 72,534 0 72,534

同和対策住宅資金貸付事業特別会計 6,303 173,951 △ 167,648 0 △ 167,648
地域排水処理事業特別会計 19,018 18,139 879 0 879
介護保険特別会計 7,016,891 6,714,107 302,784 0 302,784
後期高齢者医療特別会計 1,611,180 1,608,980 2,200 0 2,200

565,947

　令和元年度は、厳しい財政状況の下で持続可能な行財政運営の確立に軸足を置きながら、防災対策といった
喫緊の懸案事項に対応しつつ、市民交流施設や（仮称）中央防災公園、道の駅の整備など、将来の市の総合的
な発展につながる事業に取り組みました。
　この結果、令和元年度決算は以下のとおりとなりました。

一般会計

6,994,554

6,075,898

3,876,311

3,787,400

1,715,174

3,743,551

26.7%

23.2%

14.8%

14.5%

6.5%

14.3%

市税

地方交付税

国庫支出金

市債

県支出金

その他

（単位：千円）歳 入

8,233,532

4,747,264

2,871,014

2,728,607

2,385,585

2,036,862

1,003,915

838,219

346,775

248,573

46,503

32.3%

18.6%

11.3%

10.7%

9.3%

8.0%

3.9%

3.3%

1.4%

1.0%

0.2%

民生費

教育費

公債費

衛生費

総務費

土木費

消防費

農林水産業費

商工費

議会費

その他

（単位：千円）歳 出

2,651 2,669 2,755 2,715 2,765

3,622 3,680 3,646 3,562 3,543

699 731 693 683 687

6,972 7,080 7,094 6,960 6,995

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H27 H28 H29 H30 R1

市民税 固定資産税

その他 総額

（単位：百万円）

4


